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一般社団法人コンピュータソフトウェア協会（略称「CSAJ」、東京都港区赤坂）の政策委員会／マ

イナンバーワーキンググループ（主査：水谷学 ピー・シー・エー株式会社 代表取締役社長／CSAJ 筆

頭副会長、以下マイナンバーWG）は、ソフトウェアベンダが事業者向けに自社ソフトウェアのマイナン

バー対応範囲を説明する際に利用できる「マイナンバー対応ソフトウェアの対応範囲を“見える化”する

評価シート（略称「マイナンバー対応評価シート」）」を作成し、公開しました。 

 

今年の 10 月以降にマイナンバーの通知開始が迫り、事業者の対応準備が進む中、マイナンバー対応を

謳うソフトウェアが増えています。一方、マイナンバー対応の定義や業界基準が存在しないことから、

どのソフトウェアが、どのプロセスにどこまで対応出来るのか見えにくい状況になっています。 

 

マイナンバーWG は、マイナンバー法の情報収集や中小事業者への緩和措置拡大の改善要望などを行

うために、平成 26 年 9 月に 5 社のパッケージソフトウェアベンダを中心に設立されました。各種情報

共有を行う中で、上記の課題を明確化し解決するために、専門的な観点から検討を行ってきました。具

体的には、特定個人情報保護委員会が平成 26 年 12 月に公表しました「特定個人情報の適正な取扱い

に関するガイドライン（事業者編）」をもとに、事業者における個人番号の取り扱いを中心に、取得、

保管、利用、提供、廃棄及び安全管理措置（組織的、人的、物理的、技術的）という流れに沿って、ソ

フトウェアベンダが自社ソフトウェアのマイナンバー対応箇所を“見える化”して説明できる評価シー

トを作成しました。 

 

本評価シートは、マイナンバー対応ソフトウェアをこれから開発されるソフトウェアベンダへの参考

として、また、すでにマイナンバー対応ソフトウェアを販売されている企業における事業者への説明資

料の一つとして、ご活用いただくことが可能となっています。 

また、CSAJ では、本評価シートを用いた第三者認証も実施する予定です。自社ソフトウェア製品の

マイナンバー対応を PR する際に、ぜひこちらもご活用ください。 

 

 

■本件に関するお問い合わせ先 

一般社団法人コンピュータソフトウェア協会 

事務局：担当 戸島 

〒107-0052 東京都港区赤坂1-3-6 赤坂グレースビル4階 

E-mail：gyoumu1@csaj.jp  TEL：03-3560-8440 

・ニュースリリース本文はこちら 

 http://www.csaj.jp/NEWS/committee/seisaku/150806_bangoseido.html 
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○作成主体 

マイナンバー対応評価シートは、特定個人情報保護委員会が平成26年12月11日に公表しました

「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）」をもとに、CSAJ 政策委員会

／マイナンバーWG にて議論・検討を行い、作成したものです。 

 

○目的 

マイナンバー対応評価シートは、ソフトウェアベンダが事業者向けに自社ソフトウェアのマイ

ナンバー対応範囲を説明する際に利用できるよう作成（但し、金融機関、行政機関向けには未

対応） 

個人番号の取り扱いを中心に、取得、保管、利用、提供、廃棄及び安全管理措置（組織的、人的、

物理的、技術的）という事業者が取り扱う流れに沿って、分かりやすくまとめています。 

 

○対象 

原則で求められている事業者を念頭に作成しています。中小規模事業者（事業者のうち従業員の

数が100人以下の事業者）にもご活用いただけますが、中小規模事業者への対応方法は、特定個

人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）に、特例的な対応方法が示されている

ものもありますので、そちらもご参考ください。 

 

○マイナンバー対応評価シートの利用にあたって 

マイナンバー対応評価シートの情報は、マイナンバー対応評価シートに記載の作成時点の情報

であり、ご参照いただく時点の情報とは異なる可能性がありますので、ご留意ください。 

マイナンバー対応評価シートは、特定個人情報保護委員会の承認を受けたものではなく、CSAJ

政策委員会／マイナンバーWG として、内容の正確性及び完全性に関して保証及び責任を負う

ものではありませんので、ご留意ください。 

 

○利用イメージ 

マイナンバー対応評価シートの一番右にある「メーカー個別対応機能」の枠をクリアにしていた

だき、自社ソフトウェアでマイナンバー対応できる機能をご記入の上、説明資料や web での公開

資料としてご利用ください。 

 対象製品：
対象区分：□業務ソフトウェア　□支援ソフトウェア
適用範囲：□取得　□保管　□利用　□提供　□廃棄/削除　□安全管理措置

業務ソフト
要否

業務ソフト基本対応機能 メーカー個別対応機能

1 取得
保護法
第15条

個人情報の利用目的の特定
個人情報取扱事業者は、個人情報を取り扱うに当たっては、その利用の目的をできる限り特定し
なければならない。

◎ 個人情報取扱事業者

・個人情報取扱事業者にあたる事業者は、従業員等の個人情報の取得
にあたり、取扱規程等に利用目的の範囲を記載すること。
　（個人番号の取り扱いについてはNo.４を参照）

- －

2 取得
保護法
第17条

個人情報の適正な取得 個人情報取扱事業者は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならない。 ◎ 個人情報取扱事業者
・個人情報取扱事業者にあたる事業者は、従業員等の個人情報の取得
にあたり、不正取得・不正使用・不正開示を行わないよう、取扱規程等に
記載すること。

- －

3 取得
保護法
第18条

個人情報の利用目的の通知等
個人情報取扱事業者は、個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表している
場合を除き、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、又は公表しなければならない。

◎ 個人情報取扱事業者

・個人情報取扱事業者にあたる事業者は、従業員等に利用目的を公表
せず個人情報を取得した場合は、速やかに利用目的を、本人に通知、ま
たは公表すること。

- －

4 取得
ガイド

第４－３－（１）
個人番号の提供の要求

個人番号関係事務実施者又は個人番号利用事務実施者は、個人番号関係事務又は個人番号
利用事務を処理するために必要がある場合に限って、本人又は他の個人番号関係事務実施者
若しくは個人番号利用事務実施者に対して個人番号の提供を求めることができる。

◎ 全事業者
・事業者は、従業員等の個人番号の取得にあたり、利用目的、取扱事務
等の範囲を明確にした上で、個人番号の提供を求める対象者等を取扱規
程等に記載すること。

- －

5
取得
(提供）

ガイド
第４－３－（２）

個人番号の提供の求めの制限

何人も、番号法第19条各号のいずれかに該当し特定個人情報の提供を受けることができる場合
を除き、他人の個人番号の提供を求めてはならない。
他人とは「自己と同一の世帯に属する者以外の者」であり、子、配偶者等の自己と同一の世帯に
属する者に対しては、同法第19条各号のいずれかに該当しなくても、個人番号の提供を求めるこ
とができる。

◎ 全事業者
・事業者は番号法で限定的に明記された場合に限り（「番号法第19条各
号」、個人番号の提供を求めること。 - －

6 取得
ガイド

第４－３－（３）Ａ
収集・保管制限（収集制限）

何人も、番号法第19条各号のいずれかに該当する場合を除き、他人の個人番号を含む特定個
人情報を収集又は保管してはならない。

◎ 全事業者
・事業者が特定個人情報の収集又は保管をおこなえるのは番号法で限
定的に明記された場合に限られる。（「番号法第19条各号」）

- －

・従業員の雇用区分等に応じて、個人番号の収集・保管の可
否を設定できる機能

・従業員ごとの利用目的を記録できる機能
（税、社会保障、あるいは財形手続き等の利用目的を記録で
きる）。

7 取得
ガイド

第４－３－（４）
本人確認の措置

本人確認については、番号法、番号法施行令、番号法施行規則及び個人番号利用事務実施者
が認める方法に従うこととなるため、適切に対応する必要がある。

◎ 全事業者

・事業者は以下の方法を参考に本人確認を行うこと。
　-本人から個人番号の提供を受ける場合
　1）個人番号カードの確認
　2）通知カード＋本人の身元確認書類の確認
　3）番号確認書類＋本人の身元確認書類の確認
　　　など
　-本人の代理人から個人番号の提供を受ける場合
　1）代理兼確認書類＋代理人の身元確認書類＋本人の番号確認書類
　　　など

- － ・本人確認を行った結果情報を保持、閲覧できる機能。

8 保管
保護法
第19条

正確性の確保
個人情報取扱事業者は、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データを正確かつ最
新の内容に保つよう努めなければならない。

○ 個人情報取扱事業者

・個人情報取扱事業者にあたる事業者は、情報提供者本人からの修正・
変更依頼に対して迅速に対応を行うこと。
また、正しい個人データを収集するために情報の正確性を確認すること。 ○

・個人番号を含む特定個人情報に変更・相違があった場
合に修正入力が出来る機能を有すること

・正確性を確保できる機能を有すること
　　・チェックデジット
　　・その他機能

・最終確認日、修正履歴、ログ等の機能

9 保管
保護法
第24条

保有個人データに関する事項の
公表等

個人情報取扱事業者は、保有個人データに関し、本人の知り得る状態に置かなければならな
い。

◎ 個人情報取扱事業者

・個人情報取扱事業者にあたる事業者は以下の事項を本人の知り得る
状態（ウェブ画面への掲載、パンフレットの配布、本人の求めに応じて遅
滞なく回答を行うこと等、本人が知ろうとすれば、知ることができる状態）と
する。
・個人情報取扱事業者の氏名または名称
・利用目的
・開示などの手続きの方法と、それに伴う手数料
・本人から開示請求があった場合、遅延なく開示すること。
・本人から訂正要求があった場合、誤りがあった場合には応じること。
・本人から利用目的外の利用や同意のない第三者提供について利用停
止を求められた場合、応じること。

- －

10 保管
ガイド

第４－３－（３）Ｂ
収集・保管制限（保管制限と廃
棄）

個人番号は、番号法で限定的に明記された事務を処理するために収集又は保管されるものであ
るから、それらの事務を行う必要がある場合に限り特定個人情報を保管し続けることができる。
また、個人番号が記載された書類等については、所管法令によって一定期間保存が義務付けら
れているものがあるが、これらの書類等に記載された個人番号については、その期間保管する
こととなる。

◎ 全事業者
・事業者は番号法で限定的に明記された場合（「番号法第19条各号」参
考情報Sheet参照）を除き、特定個人情報を保管しないこと。

○ ・個人番号を保管できる機能を有すること ・入力された個人番号情報を保存する機能。

作成日：平成　　年　　月　　日
会社名：

製品特徴：
製品価格：
製品紹介URL：

該当者 事業者対応
ソフト対応

参照先No. 必須
番号管理
区分

項目 概要


